
30,000

10,917 5,496

関係する計
画、通知等

－ －

22年度 23年度要求

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当課室 調整課

上位政策

課長　岩崎泰彦国土計画局

一般会計
（執行段階で一部特別会計に繰入する）

担当部局庁

水害・土砂災害の防止・減災を推進する

執行額

予算額(補正後） 15,00025,000

総事業費(執行ベース) 30 347 15 398 7 302

災害対策等緊急事業

25,000

執行率 80.6%

事業番号 66

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成17年度

19年度 20年度 21年度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　年度途中に台風や集中豪雨等の自然災害を受けた地域等で、次に発生する災害による被害を防止するため、浸水
被害を受けた河川の河道掘削や落石発生箇所における道路斜面の防護柵の設置等、再度災害防止対策工事を緊急
に実施するための事業。

　自然現象による災害を受けた地域や社会的に影響のある重大な事故が発生した箇所等において、災害や事故の発
生後、迅速に再度災害防止や事故再発防止のための事業を実施することで、住民や利用者の安全・安心の確保に資
する。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

　平成21年度予算では42地区で事業を実施。（H20年度は106地区、H19年度は133地区）

20,160

43.7% 36.6%（注） （注）

総事業費(執行ベース) 30,347 15,398 7,302

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

　平成21年度予算の執行に当たっては、配分時に、全地区についての事業名、事業主体、施行地、事業費及び内容等を公表した
ところである。平成22年度予算の執行においても、実施する全地区の情報について公表することとしている。

【予算科目】
・028 災害対策等緊急事業推進費
　・48 災害対策等緊急事業の推進に必要な経費　　　　　（２１年度予算額）　　　　（２１年度決算見込額）
　　・48059-1204-・・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５，０００百万円　　　　　　　　　５，４９６百万円

　災害を受けた地域等における住民や利用者の安全・安心を確保するための緊急事業であることから、災害発生後、
短期間で予算配分が可能となるよう事務処理の迅速化に努める。
　（注）　災害、事故の発生は事前に予期できないものであることから、予算額は過去の執行状況を踏まえて要求してい
る。幸いにも、平成20年度及び平成21年度は災害による被害が少なかったことから執行率が低いが、未執行の予算は
適切に返納している。

　直轄事業、補助事業とも、事業を実施した各局庁（河川局、道路局、海上保安庁及び林野庁）から前年度の実施状況
報告を受け、地区ごとの執行額等を把握しているところである。
　なお、直轄事業については、工事、業務ごとの契約額、支出先及び契約方式等を把握している。



Ｂ．地方整備局（４局） Ｃ．民間企業（２１社）

Ｄ．個人（１２名）

Ｇ．地方公共団体（７団体）

Ｆ．民間企業（１３社）

156

国土交通省
国土計画局

Ｉ．東北森林管理局

Ａ．国土交通省
（河川局、道路局、海上保安庁）

Ｈ．農林水産省
（林野庁）

Ｅ．海上保安本部（４管区）

百万円

百万円6,331

5,398 百万円

資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

2,285

2,957 百万円

【補助】

百万円

156百万円

2,956 百万円

百万円

【一般競争等】

1

【一般競争】

Ｊ．民間企業（４社）

【一般競争等】

【特命随契】

予算の配分 

地方整備局等への助言 

工事の実施及び工事にかかる

調査・設計・用地補償 
工事、調査・設計業務、用地補

償 

用地補償 

工事 

工事の実施及び工事にかかる

調査・設計・用地補償 

工事の実施 

　※ 契約事業費ベース（但し、Ｇの地方公共団体については、配分事業費を記載）

933 百万円

Ｋ．個人（１１名）

百万円

Ｉ．東北森林管理局
（林野庁）

933

3 百万円

百万円

Ｊ．民間企業（４社）

930

【特命随契】

予算の配分 

地方整備局等への助言 

工事の実施及び工事にかかる

調査・設計・用地補償 
工事、調査・設計業務、用地補

償 

用地補償 

工事 

森林管理局への助言 

立木補償 

工事の実施及び工事にかかる

調査・設計・用地補償 

工事の実施及び工事にかかる

立木補償 

工事の実施 

工事 



工事の実施及び工事にかかる立
木補償

933工事費 河道掘削及び護岸工事 861 治山事業費

Ｃ．株式会社ソネック Ｉ．東北森林管理局

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

933計 1,571 計

933河川事業費
工事の実施及び工事にかかる測
量・設計業務

1,571 事業費配分

Ｂ．近畿地方整備局 Ｈ．農林水産省

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

1,230計 5,398 計

工事の実施及び工事にかかる測
量・設計業務、用地補償

1,230事業費配分 5,398 補助事業費

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

Ａ．国土交通省 Ｇ．山梨県

使　途
金　額

(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に

597計 65 計

使　途
金　額

(百万円）

航路標識
整備事業費

工事の実施 65 工事費 山腹崩壊防止工事 597

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

933

Ｅ．第１１管区海上保安本部 Ｊ．株式会社フジタ

計 861 計

Ｆ．有限会社伊禮建設

費　目 使　途
金　額

(百万円）

工事費 航路標識建替工事 65

計 65

Ｋ．個人（イ）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

用地補償費 立木補償 1

計 1

れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 近畿地方整備局 1,571 1 第１１管区海上保安本部 65

2 九州地方整備局 862 2 第９管区海上保安本部 53

3 東北地方整備局 439 3 第６管区海上保安本部 21

4 北陸地方整備局 85 4 第７管区海上保安本部 17

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 （株）ソネック 861 1 （有）伊禮建設 65

2 （株）大給組 428 2 （株）光電製作所 33

3 （株）神崎組 264 3 （株）大島組 18

4 （株）中央コーポレーション 222 4 研通電操（株） 13

5 （株）山崎建設 219 5 長野日本無線（株） 10

6 ＥＣ南部コーポレーション（株） 217 6 （株）富士通ビジネスシステム 7

7 （株）上滝建設 143 7 共立電工（株） 2

8 （株）中野建設 138 8 シンフォニアエンジニアリング（株） 2

9 （株）前原建設 107 9 （株）品田電業社 2

10 鎌田建設（株） 83 10 富士通（株） 1

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 イ 0.11 1 山梨県 1,230

2 ロ 0.10 2 岡山県 500

3 ハ 0.08 3 福岡県 170

4 二 0.06 4 山口県 150

5 ホ 0.06 5 兵庫県 150

6 ヘ 0.05 6 京都府 46

7 ト 0.05 7 伊平屋村 39

8 チ 0.05 8

9 リ 0.04 9

10 ヌ 0.04 10

Ｂ．地方整備局（4局）　2,957百万円 Ｅ．海上保安本部（4管区）　156百万円

Ｃ．民間企業（21社）　2,956百万円 Ｆ．民間企業（13社）　156百万円

Ｄ．個人（12名）　1百万円 Ｇ．地方公共団体（7団体）　2,285百万円



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）

1 （株）フジタ 597

2 （株）平野組 139

3 （株）山下組 115

4 丸か建設（株） 80

5

6

7

8

9

10

№ 支出先
金額

（百万円）

1 イ 1.1

2 ロ 0.6

3 ハ 0.5

4 二 0.4

5 ホ 0.3

6 ヘ 0.05

7 ト 0.04

8 チ 0.03

9 リ 0.03

10 ヌ 0.003

Ｋ．個人（11名）　3百万円

Ｊ．民間企業（4社）　930百万円


